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中央社保協第 67 回総会 第１号議案 

「軍事費の拡大より、社会保障の拡充」を合言葉に 

いのち・暮らし・社会保障拡充のたたかいを大きく広げよう 

I. はじめに 

岸田自公政権は安保三文書を閣議決定し、大軍拡で戦争に向けた国の進路の大転換をはか

るとともに、通常国会では「閣議決定」と「束ね法案」という、国会審議を形骸化する国会運営で、

私たちの暮らしや人権を脅かす予算や悪法を数の力で押し通してきました。世論調査で過半数の

国民が反対していた「軍拡財源法案」、「軍需産業支援法案」、「原発推進等５法案」、「入管法改

定案」、「保険証廃止を含むマイナ法案」など国民の声を無視して次々と悪法を成立させました。 

 新型コロナ感染拡大では、まともな対策が打てないまま第８波が拡大し、感染者、重症者、死亡者

数は過去最多を更新しました。国民の不安をよそに５月８日から新型コロナを感染症法上の２類

から季節性インフルエンザと同等の５類へと引き下げ、あらゆる支援策を打ち切りました。 

異常な物価高と円安が国民生活を直撃するなか、昨年 10 月から 75 歳の医療費 2 倍化を強

行し、2年連続で年金をカットし、介護制度の大改悪を推し進め、任意のマイナンバーカードを事実

上強制する保険証廃止にひた走っています。税収は３年連続で過去最高にもかかわらず、大企業

や富裕層へは優遇税制をすすめ、大型開発や軍事費に莫大な税金を注ぎ込む一方、医療・介護・

福祉の負担増や年金削減など社会保障を徹底削減し、国民に負担増ばかり求めています。 

2012 年安倍政権から続く 10 年間で社会保障予算は自然増分を含め 5 兆円以上が削減さ

れました。社会保障は消費税の税率が上がるたびに悪化し、税負担額と社会保障負担額の合計

である国民負担率は 47.5％です。日本国民はすでに諸外国並みに十分負担しており、これ以上

の医療・社会保障の削減や国民負担増は絶対に許されません。 

この春、生活保護をめぐる「いのちのとりで裁判」は、2023 年５月末までに全国 11 ヵ所で原告

勝訴の判決が相次ぎ１１勝１０敗となりました。連続した原告敗訴から反転攻勢です。介護制度改

悪を許さないたたかいは、中央社保協をはじめ署名を積み上げ声を広げた結果、負担増の結論

が年末に先送りとなりました。保険証廃止を許さないたたかいでは、国会でマイナカードやマイナ

保険証の問題点が浮き彫りとなり、国会座り込みや SNS で世論を変化させ、法案が成立した後も

法案阻止の声が鳴りやまない情勢を作りました。「声をあげれば変えられる」春のたたかいに確信

をもち、人権としての社会保障をつかみとるたたかいにつなげていきましょう。 

総選挙が行われる可能性が指摘されています。改憲や大軍拡、社会保障削減や国民負担増、

保険証廃止を許さない声を国政の争点に押し上げましょう。来年 4 月は、診療・介護・障害福祉報

酬の「トリプル改定」です。そして第 8 次医療計画・第 9 期介護保険事業計画・第 4 次医療費適

正化計画の「トリプル計画」が始まります。全国に社保協の旗を広げ、仲間をふやし、長年にわたる

社会保障の抑制政策を抜本的に転換させる年にしていきましょう。 

中央社保協の原点は大軍拡とのたたかいです。憲法 25 条が定める社会保障は労働者・国民

の基本的権利です。社会保障は平和と民主主義のもとで成り立つものであり、戦争や軍拡とは決

して相いれません。「軍事費の拡大より社会保障の拡充」を合言葉に、政府の大軍拡を阻止し、い

のち・暮らし・社会保障の拡充のたたかいに決起していきましょう。 
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II. 私たちをとりまく情勢の特徴 

１．いのちと暮らしの破壊を進める、戦争に向けた国の進路の大転換 

私たちのいのちや暮らし、将来に密接に関わる予算や法律が数の力で押し通されています。12

年を経ても福島原発事故被災者の苦悩は続いているにもかかわらず、規制をなくし原発回帰に大

転換をする「GX 脱炭素電源法案」が成立し、多大な犠牲の教訓を顧みない自公政権の暴走は加

速するばかりです。 

国の防衛政策の基本方針を示す「安保３文書」は、これまでの専守防衛の大転換の口実として、

中国・北朝鮮・ロシアの脅威を強調し、敵基地攻撃能力の保有と 2027 年度には防衛費を GDP

比２％にするとしました。自衛隊の海外派兵と集団的自衛権の行使を可能にして、日本を「戦争で

きる国」から「戦争する国」への方向性を明確にしました。 

 総務省が発表した 2022 年度平均の全国消費者物価指数が、2020 年 100.0 から価格変動

の大きい生鮮食品を除く総合指数が 103.0 と、前年度比 3.0％上昇しました。第 2 次石油危機

があった 1981 年度の 4.0％以来 41 年ぶりの高い伸びとなっています。ロシアのウクライナ侵攻

に伴い、原油や穀物の価格が高騰しました。電気代などエネルギー価格は全体で 12.8％上昇し、

生鮮食品を除く食料も 5.4％伸びました。今、緊急に求められているのは物価上昇を上回る賃上

げです。岸田首相は財界・大企業に賃上げを要請していますが、大企業の内部留保に対する課税

は拒んでいます。また、労働者の 7 割を雇用する中小企業への賃上げは重要課題ですが、2023

年度予算では、中小企業への支援はきわめて不十分です。 

 日本に暮らす移民や難民のいのちを奪う入管法改悪案が成立しました。この法案は難民申請中

に送還が停止される規定に例外をつくり、3 回目以降は申請中でも送還を可能にするなど多くの

問題があります。収容をめぐり「監理措置」を導入し、支援者などに監視の役割を担わせるなど、

監視と排除を強め、難民や移民の命を危険にさらすものです。 

旧優性保護法のもとで障害を理由に強制不妊手術を強いられたことは違憲と国を相手に損害

賠償を求める訴訟は１１都道県 38 名が闘っていますが、国は全面解決に背を向け続けています。 

 戦争する国への暴走と、不戦を宣言した憲法９条との矛盾は一層明確になり、改憲派の策動はよ

り強まっています。不戦条約を踏みにじり戦争を始めた日本は、憲法９条を掲げ国際社会に復帰を

果たしました。改憲させないため国会内外で「安保３文書」を批判するとともに、東アジアにおける

信頼関係を基にした安全保障の枠組みを作らせる世論と運動を強めなければなりません。 

安保３文書を具体化する 2023 年度一般会計予算は、防衛関連予算・軍事費が前年度比４．８

兆円の増加（189.4%）と軍拡が突出し、１１年連続過去最大の総額 114 兆 3812 億円です。敵

基地攻撃に特化した長距離巡航ミサイル・トマホーク 400 発を米国から 2113 億円で買うなど、

相手国攻撃能力保有関連予算や国土が戦場になることを前提に「作戦能力を消失しないよう」に

全国２８３地区の自衛隊主要施設の地下シェルター化など５年かけて「強靱化」する予算が盛り込

まれました。また政府は大量の国債発行が侵略戦争拡大につながった歴史の教訓に背き、戦後初

めて軍事施設整備費と艦船建造費予算の計４３４３億円を建設国債の対象にしました。 

 一方で社会保障予算は自然増を１５００億円も抑え込み、中小企業対策、食料安定供給予算は

前年度マイナスと物価高や年金減額、高すぎる保険料や学費などで苦しむ国民を支援するどころ

か、国民のいのちと暮らしの破壊を進め、犠牲を負わせる予算です。今後 5 年間で 43 兆円の軍
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拡財源を捻出するための「軍拡財源確保法案」は「防衛力強化資金」をつくり、国立病院機構や

地域医療機能推進機構の積立金、コロナでの中小企業向け融資の基金残金、国有財産の売却

金、特別会計からの繰入金など 3.4 兆円を回すこととなります。 

日本は戦争に向けた軍備確保のために国家財政運営も手当たり次第ゆがめる方向に踏み出

しました。さらに「防衛装備移転三原則」の運用指針を見直し、殺傷兵器を含めた武器輸出の全

面解禁を推進し、他国への軍事援助に踏み出す「政府安全保障能力強化支援」の仕組みを創設

する「防衛産業支援法」を策定し、国内軍需企業の経営支援、最終的には国有化までしようとして

います。岸田政権が進める大軍拡は、社会保障費の削減、大増税ばかりか日本の平和はもとより

アジア全体の平和とともに国民の暮らし・財産を破壊し尽くす道へとつながっています。ひとたび軍

事衝突が起これば、日本列島は軍事要塞となり、焦土となる道です。 

２．新型コロナウイルス感染症が明らかにした、いのちの「格差」と「貧困」 

WHO は 5 月 5 日「世界的な健康上の脅威ではなくなったというわけではない」としながら、3

年 3 ヶ月続いた「新型コロナウイルスによる公衆衛生上の緊急事態」の終了を宣言しました。この

背景には、感染が世界中で広がったことにより、多くの人に免疫ができ重症化しにくくなったことや

ワクチンや新薬が普及してきたことがあります。日本では５月８日から新型コロナを感染症法上の

２類から、季節性インフルエンザと同等の５類へと引き下げました。しかし基礎疾患や高齢者が重

症化するケースが多くあり、致死率もインフルエンザの 4～5 倍（60 歳以上）となっています。また、

体調不良が長期に続くコロナ後遺症への対応も途上にあります。 

 日本はこれまで感染拡大 8 波まで経験し、国内では３３８０万３５７２人が感染し、7 万４６９４人が

亡くなりました。（2023 年５月９日現在）保健所が逼迫し、重症患者が入院できないなど医療崩

壊が起こり、その体制強化・エッセンシャルワーカー確保の重要性が明らかになりました。介護・在

宅分野では、コロナ対応支援の遅れやコロナ患者が介護施設や在宅に留め置かれ亡くなる事例

が相次ぎました。国内の保健所や医療体制がどうであったのか、さらには国民生活全般にわたる

影響と行政の対応について、分析・評価し今後に活かさなければなりません。 

コロナ禍の失業率は、リーマンショック時の 5％に比べ 3％程度に留まりました。労働組合などの

奮闘もあり、雇用調整助成金の改善や緊急雇用安定助成金の創設、休業支援金・給付金、小学

校休業等対応助成金・給付金の創設などを実現させてきたことがその背景にあります。しかし、非

正規就労層やとりわけ女性への雇用情勢は大変厳しいものがありました。 

 子供の生活状況調査の分析報告書（2021.12 内閣府）によると、コロナによる世帯収入の減少

は、標準層 24％に対し貧困層 47.4％、その影響で食料や衣服を買えないことが増えたのは、標

準層 2.7％に対し貧困層 29.8％、ふたり親世帯で 8.8％に対し母子世帯で 24.3％となっており、

低所得世帯ほどコロナ禍によって経済的に追い詰められたことが解ります。 

 生活保護利用者の数は、約 206 万人（2020.4）から約 202 万人（2023.1）、母子世帯でも

約 7.7 万件から 6.7 万件へとコロナ禍で減少傾向です。その背景は年間の生活扶助額 1.5 兆

円の 1.35 倍に相当する生活福祉資金の特例貸付 335 万件（2022.9 まで）が行われた事が

あります。生活保護を基本とせず、貸付中心の対応が社会保障の根本を理解していない国の姿勢

が現れています。コロナ禍で貸付を主要な対策とした国は他国では見当たりません。 

厚生労働省の 2022 年度分の「毎月勤労統計調査」で、実質賃金は前年度比で 1.8％減少

し、12 ヶ月連続のマイナスとなりました。他方で東証一部上場企業の純利益は 33.5 兆円
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（2022.3 月期決算）と過去最高を記録し、2021 年までの 10 年間で内部留保は 1.8 倍、500

兆円を超えました。 

警察庁と厚生労働省が発表した「令和 4 年中における自殺の状況」によると、2022 年の女性

の自殺者数が 7,135 人に上り３年連続で増加。男性も１万 4,746 人と 13 年ぶりに増加し、全

体は２万 1,881 人と前年より 874 人増えました。世代別では前年と比較して 20 代、30 代、70

代を除く各年齢階級で増加しており、50 代が最も大きく増加しています。また、年齢階級別の自殺

死亡率で見た場合、10 代が 7.4％と過去 10 年で最多となっています。自殺の動機・原因は「健

康問題」が最多であり、ついで「家庭問題」「経済・生活問題」と続いています。 

コロナ禍によって格差はますます広がり、社会的弱者ほど社会保障制度から遠ざけられるその

実態が一層明らかになりました。さらに 40 年ぶりの物価急騰が生活困難に輪をかけています。す

でに 2022 年度日本の国民負担率（国民所得に対する租税と社会保障負担割合）は 47.5％で

す。日本が社会保障や教育に財政配分していないことは実体としても明かです。国の全世代型社

会保障の言い回しが「能力に応じた負担」から「能力に応じて支え合う」へと変化し、「給付と負担

のバランス」を強調して「単なる」保険制度へと矮小化しようという意図が見て取れます。 

格差を解消し社会保障を充実させるために、多くの労働者の賃金を上げ、累進制や所得再分

配機能を強める税や社会保障制度の改善をさせて、人権として国や自治体の責任で「能力に応じ

て負担し、必要に応じて給付を受ける」仕組みを構築させる取り組みをさらに強めていきましょう。 

３．９条改憲阻止をめぐる情勢 今こそ非軍事の安全保障に転換を 

昨年 7 月１０日の参議院議員選挙で、立憲野党（立憲民主、共産、れいわ、社民など）の議席は

85 から 71 議席へと 14 議席減となり、改憲派は改憲発議に必要な 166 議席（前回より定数 6

増）を上回る 177 議席となりました。衆参両院で改憲派が３分の２を超えた結果、自・公・維・国民

が主導する形で、衆議院の憲法審査会は、去年１年間に過去最多の２４回、今通常国会でも 4 月

末までに 9 回開催されています。そこでは、大規模な自然災害や戦争などを想定した「緊急事態

条項」を突破口として改憲を行い、９条改憲へ持ち込む意図が見え隠れしています。 

世論調査によると、国民の間で改憲の機運が高まっていない 71％、国会での改憲議論を急ぐ

必要がある 49％、ないが 48％と賛否が拮抗（5/1 共同通信）しており、国会主導で多くの国民

の意識を改憲に引き込むことに改憲派は成功していません。 

９条そのものではなく、緊急事態条項論議や軍備増強予算執行で、外堀を埋める形で実態上

の９条改憲が進められています。こうした事態の進行を許さない闘いも含めて、私たちは引き続き

地道に「９条を守る」「改憲を許さない」取り組みを強めていかなければなりません。また「市民と

野党の共闘」を広げ、立憲野党が選挙で勝つ状況を作っていく必要があります。 

私たちは安全保障の概念を「国家間の軍事的」概念から、近年世界で主流となっている経済、

環境、食糧、人権、病原菌など「非国家的・非軍事的」概念へバージョンアップさせていかなければ

なりません。戦争をしない平和から人権を保障する平和へ、安全保障の論議は、まさに憲法２５条

の具現化に向けた論議です。こうしたアプローチからの取り組みも強めていきましょう。 

４．社会保障をめぐる情勢と現状 長引く社会保障抑制政策からの転換を 

岸田首相が引き継ぎ、2021 年 11 月に立ち上げた「全世代型社会保障構築会議」は、昨年

12 月、第 12 回会議で報告書を公表しました。そこでは「全世代型社会保障」の構築を通じて目
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指すべき社会の方向として、①少子化・人口減少の流れを変える、②超高齢社会に備える、③地域

の支え合いを強める、の３点をあげています。「未来への投資」として、子育て・若者世代への支援

を急速かつ強力に整備するために、子育て・若者世代の雇用・所得が不安定になっている事が少

子化の一因と挙げながらも、そこにメスを入れるのではなく、子育て費用を社会全体で分かち合う

ことが何よりも求められていると社会保障費用分配の問題にすり替えています。そして超高齢化社

会に備えるには、女性や高齢者の就労を最大限に促進して、それに「中立的」な社会保障制度の

構築し、負担能力に応じて公平に支え合う仕組みを早急に強化するとともに、給付と負担のバラン

スを確保していく必要があると、労働者の特性を除外して、労働力のみに着目した制度の構築と

負担を求めています。また地域包括システムのためには、住民同士が助け合う「互助」の機能の強

化が必要、その生活維持の支えとなる「住まい」の確保を社会保障の重要な課題として本格的に

取り組まなければならないと述べ、互助を強調し、それを正当化するためにこれまで社会保障課題

として見向きもしなかった住宅確保を都合よく持ち出しています。 

都道府県で策定された「地域医療構想」は、厚労省の構想に沿って、2025 年の必要病床数を

「病床の機能分化・再編によって高齢者人口の増加に伴い必要となる 152 万床から 33 万床を

削減」する計画です。しかし新型コロナ感染拡大のなか、感染症対策を全く考慮しない構想が浮き

彫りとなり、コロナ禍の下での医療崩壊をふまえた大幅な見直しこそ求められています。しかし政府

は、2021 年通常国会で強行した病床削減推進法により、感染症対策は都道府県医療計画の事

業に位置づけ、地域医療構想は推計等のスキームを維持してそのまま推進するとしており、法案の

発動阻止と構想の抜本的見直しを求める取り組みの強化が極めて重要です。 

政府は６月 16 日、2023 年の「経済財政運営と改革の基本方針」（骨太方針 2023）を閣議

決定しました。物価上昇や企業成長を重視する「新しい資本主義」路線を続けるとし、政府決定に

基づき防衛予算倍増に向け「５年間で防衛力を抜本的に強化する」としました。大企業の「内部留

保」の社会的還元に背を向け、防衛費倍増を医療・社会保障の抑制・削減で行う方針です。 

「骨太方針」では、医療・社会保障について、2024 年度政府予算案でも社会保障関係費の自

然増を高齢化の伸びに留める方針を維持するとした上、様々な負担増を盛り込んだ「改革の工程

の具体化」を進めていくとしています。2024年度の医療・介護・障害福祉のトリプル報酬改定につ

いては「物価高騰・賃金上昇、経営の状況、支え手が減少する中での人材確保の必要性、患者・

利用者負担・保険料負担の影響を踏まえ、患者・利用者が必要なサービスを受けられるよう、必要

対応を行う」と明記されたものの、新型コロナウイルス感染症により医療・社会保障の脆さが浮き

彫りになったにもかかわらず、これまで同様、医療・社会保障抑制を続ける姿勢です。 

オンライン資格確認（マイナカードの保険証利用）は、データ誤登録、返信トラブルが頻発するな

か「2024 年秋に健康保険証を廃止する」とし、膨大な健康・医療・介護情報を集積する「全国医

療情報プラットフォーム」の構築を進めるとしています。地域の医療機関を閉院・廃院に追い込み、

患者・国民に情報漏洩はじめ様々なリスクを抱えるマイナカードを押し付ける「医療ＤＸ」です。 

介護保険制度は「介護保険料の上昇を抑えるため、利用者負担の一定以上所得の範囲の取

扱いなど検討を行い、年末までに結論を得る」とし、２割負担者の対象拡大、65 歳以上の保険料

引き上げ、多床室の室料負担増など求めています。 
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III. 1 年間の運動の経過と到達点 

※全国代表者会議（2 月 8 日）以降の経過と到達点を中心に記述 

１．全国代表者会議 108 名の参加で春のたたかいを意思統一 

２月８日、全国代表者会議には４１県１３中央団体１０８人が参加し「大軍拡より社会保障を合言

葉に、いのち・くらし・社会保障拡充のたたかいに決起しよう」と決意。春の４つの運動として①大

軍拡より社会保障の拡充を求める１００万筆署名の推進、②通常国会のたたかい、介護保険大

改悪断念・医療制度改悪阻止・保険証廃止の中止・医療公衆衛生体制の拡充、③統一地方選

は要求前進のチャンス、地域から暮らし守る大運動、④学習強化とすべての地域で社保協の結

成・強化。 全体討論は１８本と各地から取り組みが豊かに報告され、10 班に分かれ分散会（ブ

レイクアウトルーム）、1 班 7 人前後の相互交流を深めました。 

２．大軍拡より社会保障の拡充を求めるたたかい 

①「軍事費の拡大より社会保障の拡充を」100 万筆署名の推進 

２月 8 日の全国代表者会議にて「軍事費の拡大より社会保障の拡充を」100 万筆署名の推進

を提起しました。請願項目、取り組み期間、署名目標は以下の通りです。 

請願項目 

１．.軍事費の拡大ではなく、社会保障に係る国民負担を軽減し、医療・介護・福祉・年金・教育・

子育て・生活保護などの社会保障を拡充すること。 

1.大企業と富裕層への課税を強化し、所得再分配を機能させて格差と貧困をなくすこと。 

取り組み期間：・2023 年 1 月～2025 年 6 月末まで（解散なければ国政選挙は 2025 年夏） 

署名の目標：・2 年半で 100 万筆を目標とする 

 

２月８日の全国代表者会議終了後、都内で宣伝行動をスタート。40 分で 21 筆を集約し大軍拡

に突き進む岸田政権に対する怒りの声を広げました。全国代表者会議では、京都、埼玉はすで

に「大軍拡と大増税反対、社会保障の拡充を」の宣伝行動を開始、秋田は映画「荒野の希望に

灯をともす～医師中村哲・現地活動の軌跡～」上映会に 300 人が参加し大軍拡 NO 社会保障

の拡充を求める運動に動き始めました。年金者組合は組合員の岸田政権の大軍拡に対する怒

りが大きく、大軍拡反対でたたかう決意が語られました。 

 

１月２３日に「平和、いのち、くらしを壊す戦争準備の大軍拡・大増税ＮＯ ! 連絡会」が結成され、

①平和、いのち、くらしを壊し、国民に負担を押しつける大軍拡・大増税はやめてください。②大

軍拡などを決定した「安保関連３文書」改定を撤回してください。の２点を求める「平和、いのち、

くらしを壊す大軍拡、大増税に反対する請願署名」が提起されました。中央社保協としてどちら

の署名も取り組むとしましたが加盟組織での混乱を招く結果となり、この春、中央社保協の署名

を十分進めることができず、改めてスタートを切る対応が求められました。 

②６月８日、軍事費の拡大ではなく社会保障の拡充を求める院内集会を開催 
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6 月 8 日「軍事費の拡大ではなく社会保障の拡充を求める請願署名」を推進していくため、改

めて学習決起集会を行いました。実参加 80 人、WEB 参加 160 人「戦争しない国の新たな生

活保障への道」と題して、岡崎祐司さん（佛教大学教授）が記念講演を行いました。集会に先立

ち請願署名の賛同を呼びかけたところ、野党を中心に 17 名の国会議員が賛同しました。 

３．当事者要求を全面にした制度改善要求運動の推進 

（１）後期高齢者医療制度、医療費窓口負担２倍化の中止を求めるたたかい 

➀2 割負担による深刻な受診抑制の実態 

10 月の実施強行後、全日本民医連が行ったアンケートでは、窓口負担感がとても重い 27％、

重い 54％と 2 割前からそれぞれ 10 ポイント、13 ポイント負担感が増したと回答。窓口負担 2

倍化で受診回数・薬を減らす 11％、受診をためらう 14％と約 2 割が受診抑制をしており、約 8

割が命や健康に直結することから今まで通り受診をすると回答しています。そのために預金を崩

す 18％、光熱費を削る 15％、食費を削る 13％と生活費を圧縮させてその費用を捻出している

ことが明らかに。保団連のアンケート調査でも、窓口負担２倍化で受診を控えたことがある

16.8％、受診するために貯金を崩した 29.4％、食費などを削った１２％、検査・薬等を減らした

9％と回答。自由記載には現役世代からも「医療費がかかるので回数を減らすか受診を控えて

いる」「両親の医療費も心配している」などの声も寄せられ、全世代でお金のあるなしでいのち

や健康が左右される実態になっていることが明らかになりました。 

②後期高齢者医療制度の保険料引き上げ 

５月 12 日の参議院本会議、後期高齢者医療制度の保険料引き上げを含む健康保険法

等改正案が自民、公明、国民民主などの賛成多数で可決成立しました。後期高齢者の保険

料を出産育児一時金増額の財源負担に加え、後期高齢者と現役世代の支援金の伸び率（１

人当たり）が同じになるように見直した上、高齢者内の「能力に応じた負担を強化する」

として所得割の比率を引き上げ、後期高齢者の４割が該当する年収 153 万円以上から保

険料負担増となります。後期高齢者１人当たり平均保険料は年 5200 円増（2025 年度）

と試算され、高齢化等に伴う保険料年 4300 円増（2024・25 年度）の上乗せが予定さ

れるため１人当たり計１万円近い負担増です。一方で国庫負担は全体で 910 億円削減さ

れます。国庫負担削減で国の責任を後退させながら、低年金・低所得者が多い後期高齢者

に過酷な負担増を強いる法案は到底認められるものではありません。 

中央社保協として全世代型社会保障法案の国会審議に対する傍聴行動を組織しました。 

③６月５日 署名提出行動 2 割化中止署名は 86 万筆超へ 

6 月 5 日、75 歳医療費窓口負担 2 倍化の中止を求める署名提出集会と要請行動を行い、

実参加 30 人と YouTube 配信して行いました。「高齢者優遇論は本当か～高齢期の社会保障

を考える～」佛教大学の長友先生の学習会を実施。その後の集会では宮本徹衆議院議員があ

いさつに立ち、追加署名 2 万 6867 筆を 81 名の紹介議員に提出・要請しました。2 割化中止

署名は累計で 86 万 1745 筆となりました。 
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（２）史上最悪の介護保険制度改定を許さないたたかい 

➀介護署名リスタート集会、106 名参加で負担増阻止を意思統一 

２月１日、介護署名リスタート集会を完全オンラインで開催し全国１０６名が参加。介護負担増

を断念に追い込み、介護制度の抜本改善にむけて意思統一しました。全日本民医連から利用料

２割化の深刻な利用者アンケート結果が報告され、日本医労連から介護職員の実態を告発、新

婦人から介護利用者を抱える家族の立場から負担増撤回を決意。２１老福連から特養の施設

長アンケート結果から、介護制度改悪反対の立場で引き続き中央社保協と運動を進める決意

を表明。認知症の人と家族の会から介護負担増を阻止する立場で連帯あいさつしました。 

②介護負担増の断念を 3 月 29 日介護交渉 

3 月 29 日、参議院会館にて介護負担増の断念を求め厚労省と交渉を実施。20 名が参加

し、加藤厚労大臣宛ての「介護保険制度の見直しに関する要望書」を提出。「１号保険料負担の

見直しは突如示され、検討されないまま早急に結論を出すべきではない」、「2015 年 8 月から

負担能力が検証されないまま利用料 2 割負担が導入され、貯金を取り崩さないと生活できない

収入層が含まれている。基準額を引き下げ対象拡大すれば生活に困難をきたすことは明白、2

割負担の対象を拡大すべきではない」など介護負担増の断念を強く訴えました。 

③介護負担増の断念を 春の署名提出行動に２０２名 累計 41 万 9540 筆を提出 

５月２２日、介護保険制度の改善を求める国会院内集会・署名提出行動を実施し、実参加と

YouTube 参加含めて 202 名が参加。介護署名は 28 万 6598 筆を提出し、秋に提出した 13

万 7638 筆をあわせて 42 万 4236 筆となり、紹介議員は 35 名となりました。労働者、事業

者、利用者の立場から介護の実態が語られ、保団連から介護施設におけるマイナ保険証管理ア

ンケートについて報告もあり、介護負担増を許さず、制度の抜本改善へ意思統一しました。 

④介護 7 団体の団体署名 1182 団体、厚労省あぜもと政務官に提出 

 6 月 6 日、介護 7 団体として介護負担増の断念を求めて「介護保険制度の改善を求める要

望書（団体署名）」第 1 弾、1182 団体分の署名を提出。宮本徹衆議院議員の同席のもと、厚

生労働大臣政務官、あぜもと将吾衆議院議員が対応し直接署名を提出。介護現場の実態を踏

まえ、介護報酬の大幅引き上げと、介護利用料 2 割負担の対象拡大など負担増の中止を求め

ました。あぜもと政務官から、皆さんの声を受け止め対応していきたいと応じました。 

⑤介護保険負担増、年末に結論延期 政府、少子化対策の財源検討 

 政府は５月２６日、介護保険制度に関して、夏までに決める予定だった介護負担増について、

年末まで結論を先送りする方針を固めました。政府は少子化対策の財源の一部に医療、介護な

ど社会保障の負担増を検討しており年末に方向性が示される見通しです。介護制度改悪を許

さないたたかいの広がりが制度改悪を食い止めています。しかし介護制度改革もタイミングを合

わせて議論し、早ければ２０２４年度から実施される可能性もあり、秋のたたかいが重要です。 
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（３）65 歳の壁 天海訴訟 高裁で逆転勝訴も、最高裁のたたかいへ 

障害者が 65 歳で強制的に介護保険制度に移行させるのは不服として、天海正克さんが千

葉市を訴えた「天海訴訟」の判決が 3 月 24 日、東京高裁で出され逆転勝訴となりました。判決

は「低所得者等を対象とした境界層措置により利用料を全額免除されている障害者がいる。天

海さんは非課税世帯のため障害者自立支援法の時は自己負担がなかった。65 歳で介護保険

に移行して境界層措置の対象とならず、逆に自己負担が生じ障害者相互の不均衡が生じてい

る」「このような状況下で千葉市は、天海さんの従前と同じ自立支援給付をすべきであった」とし、

千葉市は天海さんに２７万円余を支払う判決でした。全国からの署名や要請はがきの後押しも

あり、天海裁判は逆転勝利判決となりました。天海さんが主張した「障害者自立支援法７条は憲

法 14 条及び 25 条に反する」ことは認めず、介護保険優先も一定合理性があるとしています。

運動の課題を残しましたが千葉市は不当に上告。引き続き裁判支援を行う必要があります。 

（４）子ども医療費無料化のたたかい 

➀各地で進む、子ども医療費助成制度 県制度の拡充の動きも活発に 

自治体の子ども医療費助成制度の拡充が相次いでいます。2021 年 4 月 1 日現在、高校生

まで医療費助成制度は通院 822 自治体（47.21％）、入院 900 自治体（51.69％）です。自

己負担なしは通院 65.24%、入院は 70.18％まで拡大、所得制限なしは通院 87.36%、入院

87.53％と増加傾向で。都道府県では群馬県が１０月から子ども医療費無料化を全市町村で

高校生まで拡大する方針となり、鳥取県は全市町村で来年春から 18 歳以下の子ども医療費

の完全無償化方針を固めました。県内全域で制限なしの無償化は全国初です。鹿児島では全

国で唯一、償還払いとなっている問題をめぐり、窓口負担ゼロにする運動が広がっています。 

②「国の制度創設を」請願は 29 自治体、県請願は 4 県で採択 野党の共通要求にも 

「国の制度として 18 歳までの医療費窓口負担を無料に」を求める請願は、この 2 年間で 29

自治体が採択しました。なかでも都道府県の採択は兵庫県、岐阜県、香川県、岩手県の 4 県で

す。５月に入り四国４県の市長が共通課題を話し合う「四国市長会議」で、少子化対策として子

ども医療費の全国一律助成制度の創設を国に要望することになりました。全国ネットが統一地

方選前に取り組んだ政党アンケートでは、国制度創設を求める政党は、立憲・国民・共産・れい

わ・社民と 5 野党が一致。18 歳まで対象は、国民・共産・れいわ・社民の 4 党が一致。現物給

付した自治体へのペナルティー廃止は、立憲・共産・れいわ・社民の 4 党が一致しています。 

③こども医療全国ネット 12 月から連続街頭宣伝行動をスタート 

子ども医療費無料制度を国に求める全国ネットワーク（子ども医療全国ネット）は 1２月から

毎月「国の制度として 18 歳までの医療費窓口負担を無料に」の国会請願署名の街頭宣伝を

スタート。事務局団体の保団連、民医連、医療生協、新婦人、中央社保協の代表が弁士に、シー

ルアンケートにも取り組み、ウサギの着ぐるみが若者や家族連れを惹きつけ対話と署名が進みま

した。第二次署名提出（2024 年 5 月）に向けて、全国で楽しく街頭宣伝を広げましょう。 
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④国として 18 歳まで医療費無料を 5 月 24 日 10 万筆超の署名を提出 

 「子ども医療費無料制度を国に求める全国ネットワーク」とともに 5 月 24 日に国会

院内集会を開催し、会場と WEB をあわせて 200 名が参加。国の制度として１８歳まで

の医療費窓口負担も無料化を求める請願署名 10 万 3026 人分を提出。日本女医会の前

田会長、太田弁護士が賛同挨拶を行うとともに、長野健和会病院小児科の和田医師が「子

どもの貧困と医療費」として特別報告、窓口負担で受診できない貧困家庭の実態が語ら

れ、民医連、新婦人、千葉社保協から報告がありました。 

（５）国保改善のたたかい 

➀コロナ特例措置の継続を強く要請 厚労省と国保交渉 

3 月 27 日、国保部会で厚生労働省を実施。新型コロナ 5 類への移行に伴う国保のコロナ特

例措置廃止通知に対して、継続を求め要請しました。交渉団はリモート５名を含む 1１名。コロナ

特例措置は、国保加入者がコロナ感染で出勤できなかった場合に支給される傷病手当金や、

世帯主など収入の大幅減少の保険料減免です。「第９波の感染拡大が予想され、コロナ特例は

継続が必要」、「減免措置で生活保護の手前で助けられる人がいる。継続を」などの声に対し、

厚労省担当者は、新型コロナが感染法上の位置づけが 5 類に変更されることを理由に、傷病手

当は 5 月 7 日まで、保険料の減免措置は 2022 年度で打ち切ると説明するにとどまりました。 

②国保パンフ改訂版の作成準備 7 月の交流集会へ 

3 月に入り、国保部会では学習パンフレット「安心できる国保のために」の更新作業に着手し

ました。基本的なパンフレットの形を崩さず、データや情勢を更新しつつ、全商連作成の「国保提

言 2022」を活かしながら、7 月の国保集会までに作成していく準備を進めてきました。 

（６）年金改善のたたかい 

➀年金署名など年金改善を求める取組み 

全国でたたかわれている年金裁判への結集を呼び掛けるとともに、「若い人も高齢者も安心

できる年金制度を」署名に取り組みました。2023 年 2 月 24 日の議員要請行動、3 月 22 日

の署名提出行動の結集を呼びかけました。2023 年 4 月からは新署名「年金引き上げなどの

改善と安定した雇用の実現を求める署名」の取り組みがスタートしました。 

②5 月 22 日人間の鎖 最高裁でのたたかい 

2013 年１０月からの 2.5％年金減額は「健康で文化的な生活を受ける権利の侵害」と全国

で 5 千人を超える原告が 44 都道府県 39 地方裁判所に提訴して 8 年が経過しました。この

間の地裁・高裁判決は、立法府の広い裁量を認めた「堀木訴訟最高裁判決（1982.7.7）」を

無批判に踏襲し「著しく不合理でない限りは、裁判所が審査するに適しない」と年金引き下げに

よる国民生活への深刻な影響の実態に向き合わず、減額法成立過程の検討も不十分なままに

原告敗訴としています。最高裁へは現在 24 都府県が上告しています。年金者組合は 5 月 22
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日、最高裁を 250 人で包囲する怒りの「人間の鎖」行動を行いました。憲法に保障された生存

権に基づき、年金支給額の引き下げは許さない」と、裁判勝利の決意を固めました。 

（７）生活保護のたたかい 

➀いのとり裁判の全体の経過 

5 月末までに 21 地裁で判決が出され 11 地裁で原告が勝訴し、地裁段階で 11 勝 10

敗とついに勝ち越しになりました。12 月の横浜地裁からは宮崎、青森、和歌山、埼玉、

奈良、千葉、静岡地裁で原告が勝訴し「潮目」が変わりました。裁判の争点は、①物価変

動の基準点の妥当性、②ゆがみ調整、③生活扶助ＣＰＩでのデフレ調整、④基準部会等の

専門的知見の照合の有無などで、これを根拠にした引き下げは厚労大臣の裁量権の逸脱

ではなかったかを問うものでした。原告の勝訴判決は、概ねこれら根拠の不当性を指摘

し、厚労大臣の「裁量権の逸脱があり違法」としたものですが、4 月 13 日の大津地裁、

4 月 14 日の大阪高裁では原告が敗訴。特に大阪高裁判決は被告（国）の主張を丸呑み

し、厚労大臣の「裁量権」を広範に認め「専門的知見との審査」を否定し「デフレ調整」

や「ゆがみ調整」の 2 分の 1 処理も適法とし、原告が訴える窮状に目をつぶり「国民の

多くが感じた苦痛と同質なもの」と切り捨てました。生活保護基準の引き下げ訴訟が違

法な統計不正の下に行われてきたという司法判断の本流に背を向ける乱暴な判断です。

この不当判決にくじけず国が生活保護基準の引き下げを違法と認め、すべての生活保護

利用者に謝罪し、2013 年の基準に戻すまでたたかわねばなりません。 

②4 月 17 日 いのとり裁判院内集会 

「今こそ生活保護をあたりまえの権利に！～いのちのとりで裁判の成果と課題～」と題

して、4 月 17 日に衆議院で開催され、リアル 190 人、オンライン 600 人以上が参加し

ました。いのちのとりで裁判の現状と課題を、事務局長の小久保哲郎弁護士が基調報告。

直近に逆転敗訴となった大阪高裁判決の問題性を指摘し裁判の要点を分かりやすく説明

しました。生活保護利用者の生活実態を理解できない裁判所の側にあり、全国各地の原

告が実名顔出しで自分自身の言葉で力強く語り、運動が前進を実感する集会でした。 

③「生活保護は権利」京丹後市の取り組み 

京都府京丹後市では 2022 年８月と 2023 年２月に「生活保護の申請は権利です」と

題して生活保護制度を紹介するチラシを自治会など通じて全世帯に配布しました。京丹

後市は市民の暮らしを支える制度として生活保護制度があり、市民にこの制度を正しく

知っていただくために作成しましたと報告しています。（経費は印刷代 7 万 5 千円） 

（８）保険証の廃止反対、マイナンバーカード一本化を許さないたたかい 

➀３月、保険証廃止法案撤回を求める要請、全国集中の取り組み 

通常国会の 3 月上旬に「健康保険証の廃止法案」が出される緊急事態を受けて、2 月

22 日の代表委員会を経て「健康保険証廃止法案の撤回を求める要請書」を、厚生労働省、
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総務省、デジタル庁に提出し、全国から要請書の集中を呼びかけました。 

②3 月 23 日「マイナンバーカード強制やめて保険証廃止法の撤回を」国会内集会 

 ３月 23 日、保団連・マイナ連絡会・中央社保協の 3 者は「マイナンバーカード強制やめて保

険証廃止法案は撤回を」国会内集会を開催し、現地 300 人、YouTube 400 人の計 700 人

が参加しました。国会議員 11 人が駆けつけ、マスコミ９社が参加。前段にはデジタル庁、厚生労

働省、総務省に要請を実施、中央社保協、保団連、日本医労連、自治労連、全商連など７団体が

参加し、保険証廃止方針の撤回を求める要請署名を提出。合計で 40 万筆を超えました。 

③４月 保険証廃止法案を採決するな 衆議院でのたたかい 

中央社保協・保団連・マイナ連絡会の 3 者は 4 月、保険証廃止を含むマイナンバー法改定案

を特別委員会で採決するなと、9 時から１２時まで国会前座り込み集会、12 時からは抗議集会

を行い 100 名以上が参加。法案採決に反対する抗議行動を行いました。国会前座り込みは法

案が衆議院で審議入りした 4 月 18 日（50 人）、19 日（80 人）、20 日（30 人）、25 日 100

人と、のべ 260 人が座り込み「保険証を廃止するな」と抗議の声をあげました。 

④５月 18 日「マイナカード強制やめて保険証廃止法案の撤回を」国会内集会を開催 

5 月 18 日、衆議院議員会館で「マイナカード強制やめて、健康保険証の廃止撤回」を求める

集会を開催。ウェブ視聴含めて全国から 750 人が参加しました。集会は、マイナ連絡会、中央社

保協、保団連、日本医労連と共催で、67 万 6899 筆の署名を国会議員に提出しました。 

ゲスト参加した経済ジャーナリストの荻原博子氏は「全国の特養 1 万施設に 63 万人の要介

護高齢者が入居している。保団連調査で、9 割超の施設がマイナ保険証の管理困難と回答して

おり、医療が受けられなくなる紛失や不正利用などリスクが大きすぎる。社会的弱者のための社

会保障が保険証廃止で崩壊してしまう」と危機感を示しました。 

⑤５月 6 月 保険証廃止法案を採決するな 参議院のたたかい 

参議院の審議は 5 月 12 日から始まり、抗議の国会前座り込みと緊急集会、新宿宣伝などに

取り組みました。5 月 12 日座り込み 80 人、17 日定例国会行動 190 人、19 日座り込み 80

人、25 日新宿宣伝 80 人、29 日座り込み 50 人、31 日座り込み 200 人で法案の廃案を求め

ました。19 日と 29 日の 2 度にわたり採決を見送る事態に発展。しかし 31 日の特別委員会は

紛糾の結果、立憲・共産が反対も法案は採決されました。20 項目の付帯決議が付けられ、6 月

2 日の参議院本会議で法案成立となりました。また法案成立後、6 月 2 日に衆議院、6 月 5 日

に参議院で異例の連合審査が行われました。 

⑥６月 1 日「保険証廃止はありえない」国会内集会に 600 人 

 参議院特別委員会で法案採決された翌日、保険証廃止はありえない国会内集会が開かれ、

全国 600 人が参加。保険証廃止を許さないたたかいを広げようと熱気ある集会となりました。

挨拶した保団連住江会長は「法案が成立したとしても、マイナ保険証のトラブル事例を集結し、

来年秋の保険証廃止をさせない運動を大きく広げていこう」と訴え、各地の現場から保険証廃

止は許さない立場での抗議の発言が相次ぎ、国会議員 8 名、マスコミ 5 社が集まりました。 
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⑦オンライン署名と SNS、リアル行動を連動したたたかい 

春の保険証廃止とマイナカード一体化を許さないたたかいは、リアル行動と SNS を連動し世

論を広げたことが特徴です。Twitter デモは 3 月 7 日の閣議決定から 6 月 2 日の法案成立ま

で 21 回、Twitter デモのバナーだけで 615 万人インプレッションと拡散され、ハッシュタグは

14 回トレンド入り。保健証廃止やめてオンライン署名は 13 万 5 千を超え報道につながりました。 

⑧「保険証廃止反対 72％」運動で世論を変えた 地方から自治体請願の動きも 

保団連は連日、マイナ保険証のトラブル実態調査を記者会見し大きく報道されました。6 月

19 日の最新調査では、４１都道府県１万医療機関が回答、65.1％がトラブルを経験、74.9％

でトラブル対処に健康保険証を確認、無保険扱いで 10 割請求が 1291 件となっています。新

聞各紙がマイナ保険証トラブルに対し一斉に「社説」を打ち、世論調査では「保険証廃止反対

72.1％（共同通信）」をはじめ、運動で世論が大きく変わりました。６月議会では「保険証の存

続を求める意見書」が、神奈川県座間市議会、埼玉県三芳町、鳩山町で採択され、京都長岡京

市議会では「健康保険証の原則廃止」撤回を求める意見書が上がりましたました。「保険証の

存続を」この声を地方から大きく広げていくことが求められています。 

（９）地域医療を守る運動の推進 

東北労災病院・県立精神医療センター、仙台赤十字病院・県立ガンセンター、4 病院再編・統

合・移転問題では、宮城県の村井知事がすすめる「4 病院 2 拠点病院再編」をめぐり、日本医

労連が「再編･統合･移転を行わず、地域医療の充実を求める署名」を全国に呼び掛け、病院周

辺の地域に全戸配布するなど 3 月末時点で 51000 人分を集約しました。村井知事は 2023

年 2 月、4 病院の再編・統合について全国の労災病院を運営する独立行政法人労働者健康安

全機構、全国の赤十字病院を運営する日本赤十字社とそれぞれ「確認書」を締結し「できれば

年度内にやりたいと思っている」と発言していましたが、確認書は 2023 年度内での「基本合意」

をめざして協議を続ける内容で 2022 年度内の基本合意を阻止しました。 

山口県下関市では地域医療構想の元で 2022 年 4 月に関門医療センター・下関医療セン

ター・済生会下関総合病院・市立市民病院の４病院を再編統合の対象とした「重点支援区域」

に国から選定されました。地域医療構想を具体化する「地域医療構想調整会議」の場で、再編

統合の話し合いが行われています。山口県医労連は再編統合対象病院の 3 労組と自治労県本

部との懇願や、下関市長・下関医師会との懇談を進め、2023 年 3 月 25 日には「下関 地域医

療を考えるシンポジウム」を開催しました。 

広島県では地域医療構想に基づき「広島都市圏 8 病院を再編」などの議論が報道され、中

でも国家公務員共済連合会吉島病院と同広島記念病院の統廃合に向けた検討がすすんでい

ます。広島県医労連は対策会議を行いニュースやチラシを作成し地域に配布。また 5 月 15 日

には住民代表 16 名が集まり、両病院は地域に必要な病院で統廃合や縮小は困ると存続のた

めの運動に取り組むことを確認し住民の会を結成しました。 

全医労は 2022 年 10 月より「国立病院の機能強化を求める」国会請願署名に取り組み、4

月末までに 60711 筆の署名を集め、103 名の紹介議員を通じて国会に提出しています。 
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（10）学習を運動の力に「学習運動の強化」 

➀春のオンライン連続学習会の取り組み 

春も中央社保協はオンラインを活用した連続学習会を 4 回開催しました。①３月１日「食料・

農業の危機打開へ/長谷川敏郎農民連会長」、②３月１５日「消費税は社会保障の財源なのか

/大門実紀史前参議院議員」、③４月５日「社会的危機の歴史背景と闘いの方向/後藤道夫氏・

都留文科大学名誉教授」、④４月１２日「マイナンバーカードと保険証の一体化・保険証の廃止、

その時現場で何が起こるのか/保団連・本並次長」の 4 回です。 

②社会保障入門テキスト第 2 弾「学びから一歩踏み出そう」を作成 

 昨年秋より「社会保障入門テキストチーム」で議論・作成準備を重ねて、隔月刊「社会保障初

夏号 NO508」社会保障入門テキスト（２nd 行動編）が 5 月に完成しました。作成にあたっての

コンセプトは「若い世代の学びから、運動への参加」です。「マンガ事例で学ぶ社保運動」、全労

連小畑議長と青年労働者の「座談会」、現場からの「豊かな実践報告」など、学びから一歩行

動に踏み出そうと思える内容と、関連する動画を 3 本、作成しました。 

（1１）共同行動の推進 

中央社保協として、以下の団体との共同を進めてきました。 

① 国民大運動、安保破棄、中央社保協 3 者共同の国会行動 

1 月 23 日から 6 月 21 日までの 150 日間を会期とする第 211 通常国会にあたり、国民

大運動実行委員会・安保破棄中央実行委員会・中央社会保障推進協議会の 3 者共同で、定

例国会行動を 10 回にわたり行い、主催者挨拶や決意表明、行動提起など担ってきました 

② いのちまもる国民集会 実行委員会 

いのちまもる国民集会実行委員会の一員として、10 月 19 日開催予定の国民集会の開催

に向けた会議に参加してきました。 

③ 憲法２５条を守れ ２５条共同行動実行委員会 

25 条共同行動の事務局の中心として事務局会議、実行委員会を開催し、5 月 28 日に学

習交流集会「大軍拡で社会保障制度はどうなるのか 今後のたたかいの展望」を開催しまし

た。実参加と WEB 参加あわせて 120 名が参加しました。佛教大学の長友先生の記念講演、

いのちのとりで裁判や、天海訴訟の到達と課題、高齢者の生活と人権宣言の報告など交流し、

あらためてすべての人々の人権を守るために、共同の輪を広げていくことを確認しました。 

④ いのちとくらしを守る税制研究集会実行委員会 

実行委員会メンバーとして会議に参加するとともに、1 月 28 日～29 日に開催された「第５回

いのちとくらしを守る税研集会」では「税と社会保障」をテーマにした分科会の講師として運

営に参加しました。 
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⑤ 介護７団体との共同推進 

介護保険制度の改善運動を広げるために、介護 7 団体（認知症の人と家族の会、２１世紀・

老人福祉の向上をめざす施設連絡会、いのちと暮らしを脅かす安全保障関連法に反対する

医療・介護・福祉の会、守ろう！介護保険制度・市民の会、全国労働組合総連合、全日本民主

医療機関連合会、中央社会保障推進協議会）との定期的な会議を行っています。 

⑥ マイナンバー反対全国連絡会議 

事務局団体ではありませんが、マイナンバーカードの保険証一体化の動きのなか、拡大事務

局会議のメンバーとして加わり、保険証廃止を許さないたたかいを共同で進めています。 

⑦ 消費税廃止各界連絡会 

消費税廃止各界連絡会が行う、定例の消費税宣伝行動に随時、参加しました。 

⑧ 全労連など労働組合との共闘 

全労連の社会保障闘争会議や介護集会実行委員会に参加するとともに、日本医労連の社会

保障・地域医療対策委員会に参加してきました。 

⑨ 平和、いのち、くらし壊す戦争準備の大軍拡・大増税 NO 連絡会の共闘 

1 月 23 日に結成された上記連絡会の会議・院内集会など行動に参加しました。 

（１２）社保協運動の見える化、宣伝行動の推進 

毎月 25 日の 25 条宣伝に取り組むとともに、全国での宣伝行動を呼びかけました。中央では

2 月 24 日に消費税廃止各界連と共同宣伝、3 月 24 日はお茶の水駅前、4 月 25 日は保険

証廃止を許さない国会前宣伝、5 月 25 日は保険証廃止を許さない新宿駅南口宣伝です。 

 また、毎月 14 日の巣鴨宣伝にも毎回 30 人から 50 人規模で取り組みました。 

子ども医療全国ネットと 1２月から毎月、「国の制度として 18 歳までの医療費窓口負担を無

料に」の国会請願署名の街頭宣伝をスタート。シールアンケートにも取り組み、ウサギの着ぐるみ

が若者や家族連れを惹きつけ対話と署名が進みました。 

 ホームページの充実と共に、集会や学習会の WEB 配信を積極的に行いました。 

SNS 発信にも力を入れ、Twitter デモは 2 月の代表者会議以降で 23 回実施しました。#軍

事費の拡大より社会保障の拡充を（2 回）、#保険証廃止の阻止関係（21 回）Twitter インプ

レッションは 2022 年 8 月～2023 年 6 月 12 日までで、2268 万 7539 インプレッション（8

月～1 月 935 万 8641 インプレッション、2 月～6 月 1332 万 8898 インプレッション）と月平

均 189 万インプレッションとなりました。Twitter フォロアーは、2022 年 7 月末 1923 から、

2023 年 1 月末 3499、6 月 12 日現在で 5306 と、1 年間で 2.75 倍となりました。 

3 月 2 日からマイナンバー反対連会、保団連、中央社保協の 3 者で「保健証廃止やめてオン

ライン署名」に取組み、13 万６307 人の賛同（6/12 現在）と 1200 人を超える怒りのコメント

が寄せられました。 
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（１３）地域社保協づくりと次世代育成の推進 

 大軍拡と社会保障への危機感と社会保障運動への関心が高まるなか、全国で、地域社保協

づくりや県社保協への加盟が広がっています。 

東京社保協では 5 月の総会で障害者団体など 2 団体が加盟しました。岐阜県社保協は

2022 年 10 月の羽島社保協の結成に続き、多治見市社保協を結成しようと、7 月 8 日に学習

会が予定されています。京都では 8 月 26 日に八幡市社会保障推進協議会の結成総会が決ま

りました。山梨社保協では昨年 10 月、長期にわたり休眠状態にあった甲府市社会保障推進協

議会の「再建総会」を開催し活動再開を確認しました。千葉社保協では中央社保学校の成功を

機に社会保障推進海匝 (匝瑳市・旭市)地域協議会を今年 9 月に結成予定です。また県社保

協専従者の複数体制を実現しました。 

（１４）事務局体制の強化 

事務局員の増員を目指してきましたが、補充は実現できませんでした。中央社保協の社会

保障闘争への期待が高まるなか、事務局体制の増員を目指して対策を進めます。 

IV. 2023 年度の運動の基調 

1. 岸田政権の大軍拡と社会保障削減を許さず、憲法 9 条と 25 条を一体にした平

和と社会保障拡充を目指すたたかいの推進 
 

３年以上に及ぶコロナ禍で医療崩壊が現実となり、自公政権の医療・介護・福祉など

社会保障削減政策の誤りが明らかになりました。しかし政府は公立・公的病院の病床削

減、ケア労働者の増員抑制、自然増を含む社会保障給付費の縮小、国民・患者負担の増

大など「全世代型」という名のもと憲法 25 条が定める国の社会保障拡充義務を放棄

し、国民を世代間分断し、社会保障費を圧縮する「市場化」と危険な大軍拡路線に突き

進んでいます。これは日本の平和と安全を脅かし、国民生活をさらに困窮に追い込むも

のです。憲法前文が謳う平和的生存権は、すべての基本的人権保障の基礎となる人権で

す。一切の戦争と武力の行使・武力による威嚇を放棄した憲法 9 条とあわせ、日本国

憲法を守り活かす運動の重要性は増しています。憲法改悪を許さず、税と社会保障の再

分配機能の強化により社会保障を拡充し、格差と貧困の是正を目指すことを、多くの国

民と連帯して、政府の社会保障の解体を許さない共同のたたかいを推進します。 

 

2. 当事者、地域、職場要求を基礎にした、社会保障要求の実現、国民負担の軽減

要求を前面に「社会保障は国の責任」を掲げ、国庫負担増の推進 
 

政府が進める全世代型社会保障改革は一貫して、社会保障に係る国庫負担を減らし、世

代間分断を煽り、社会保険料の引き上げや医療や介護など自己負担を増やす政策ばかりで

す。高齢者優遇論や自己責任論に惑わされず、社会保障に係る負担増や給付削減から生活

を守るためには、つぶやきを要求にして、当事者や地域・職場の要求や願いを大切にして広げ
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ていくことにあります。社会保障を拡充し、国民負担の軽減要求を前面に押し出し「社会保障

は国の責任」を掲げ、国庫負担の増額を求めて運動を推進します。 

 

3. 憲法９条、２５条を一体に、憲法を活かす学習運動の推進、人権としての社会保

障について学習・対話の強化 
 

戦争する国づくりがいっそう進められるもとで、一切の戦争と武力の行使・武力による威嚇を

放棄した憲法 9 条と、国の社会保障拡充義務を課した 25 条を一体にした運動は、ますます

重要になっています。これまで以上に職場と地域で、憲法を活かす学習運動の強化を進めま

す。また、度重なる社会保障制度の改悪の影響により、あらゆる分野での人権侵害が広がって

います。引き続き、学習を力に「人権としての社会保障」の学習・対話の強化を進めます。 

 

4. 自治体キャラバンの推進、すべての自治体に地域社保協の結成・強化 
 

自治体キャラバンはすべての自治体に訪問し、医療・福祉・介護など社会保障の拡充を要求し、

地域住民と行政職員が折衝する「選挙以外で社会を改善させる」運動です。自治体キャラバ

ンを通じて地域から要求を突きつけ、改善を迫る粘り強い運動により、子ども医療費無料化の

拡充や高すぎる国保料の引き下げなど、切実な要求を大きく前進させてきました。地域から社

会保障政策に大きな影響力を与える組織建設がさらに求められています。全国 1794 自治体

（都道府県含む）のうち地域社保協は 2022 年 6 月現在 448 ヵ所（25％）あり、すべての自

治体に地域社保協の結成を目指すことを目標に、地域社保協づくりと体制強化を進めます。 

 

V. 2023 年度の運動のすすめ方 

（１）国政の転換を「軍事費の拡大より社会保障の拡充を求める」請願署名の推進 

岸田政権が進める大軍拡は、社会保障費の削減、大増税ばかりか日本の平和はもとよりア

ジア全体の平和とともに国民の暮らし・財産を破壊し尽くす道です。コロナ禍で格差は広がり、

社会的弱者ほど社会保障制度から遠ざけられる実態が明らかになりました。「軍事費の拡大

ではなく、社会保障の拡充を求める請願署名」は 2 年目です。総選挙を視野に、秋の臨時国

会の提出に向け、全国で「軍事費の拡大より社会保障の拡充を求める声」を大きく広げます。 

（２）「保険証をのこせ」受療権を守りぬくたたかい 

保険証廃止とマイナカード一体化は、保険証の発行義務から、申請主義へ転換するもので

国民の受療権を守る国の責任放棄です。無保険扱いを政策的に作り出し、優れた国民皆保

険制度を壊す愚策です。2024 年秋の保険証廃止方針を撤回に追い込み、当事者団体や医

療団体、労働組合などと連帯し、国民の受療権を守るたたかいを全国で大きく広げます。 

 

（３）当事者要求を前面に制度改善要求運動を推進し、社会保険料の負担軽減と国庫負担の増

額を求めます。当事者要求を前面に打ち出した制度改善要求運動を推進します。 
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① 地域医療を守る運動の推進 

「地域医療構想」は中止し、病院統廃合、病床削減計画の見直しをめざす地域を守る共同の

強化を図ります。11 月 23 日（祝）開催予定の「地域医療を守る運動交流集会」を地域医療

まもる運動の結節点として位置づけます。 

 

② 後期高齢者医療制度改善、７５歳以上窓口負担２倍化許すなの運動推進 

１．７５歳以上窓口負担２倍化で受診抑制が広がっています。地域から運動を広げ、自治体助

成の取り組みを検討します。 

２．後期高齢者医療制度改善を、各県社保協や日本高齢期運動連絡会、年金者組合、医団

連との共同を強化します。 

３.署名推進、自治体意見書、不服審査請求、広域連合請願、議会傍聴、アピール行動、生活

実態アンケート等など検討します。 

４.１０月１日の「高齢者デー企画」を日本高齢期運動連絡会等ともに共同し取り組みます。 

５.１１月１２日（日）の日本高齢者大会（東京）の成功に向け参加を呼びかけます。 

 

③ 国保改善のたたかい～「払える国保料（税）」を求める運動推進 

１．国保料引き上げにつながる国保都道府県化に反対し、国庫負担の引き上げを求めます。 

２．自治体キャラバンを通じて、都道府県や市町村に対する国保改善運動を強化します。 

３．国保加入者の実態をつかみ、全生連や全商連との共同を強めます。 

４．国保パンフの改訂版を作成し、国保学習を進めます。 

５．７月１６日（日）の国保運動交流集会を成功させます。 

 

④ 国による子ども医療費無料制度の創設のたたかい 

１．子ども医療費無料制度を国に求める全国ネットワークと連携して全国運動を強化します。 

２．子ども医療費無料制度を国に求める請願署名（2 年目）に取り組むとともに、各地での署

名運動を推進します。 

３．自治体キャラバンを通じて、子ども医療費助成制度の拡大する求める運動を推進します。 

４．各自治体の制度状況の把握に努め、情報を共有し運動に活かします。 

 

⑤ 介護改善のたたかい 

１．２０２３介護署名を検討し総会で意志統一し、１１月に署名提出行動を予定します。１０月９

日（祝・月）の介護全国交流集会を運動の結節点として計画します。 

2.介護関係７団体の共同行動を推進します 

3.「介護提言」改訂版のパンフを作成し、学習と活用を呼びかけます。 

４.介護・認知症なんでも電話相談を２０２３年１１月１１日（土）に予定します。 

５.ケア労働アクションに結集し、介護従事者の「処遇改善、賃金引上げ」の運動に連帯します。 

 

⑥ 年金の改善を求める取り組み 

１．全労連と年金者組合が呼びかける新署名「年金引上げなどの改善と安定した雇用の実現
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を求める請願署名」に取り組みます。 

２．年金裁判のたたかいに、引き続き連帯します。 

 

⑦ 格差と貧困をなくす取り組み 

１．各地での生活困窮者に対して、生活実態をリアルにつかみ、相談・支援する活動を関係団

体と連携して強化します。 

２．反貧困ネットワークが呼びかけている全国一斉「いのちと暮らしを守るなんでも相談会」

（次回７月２９日、次々回９月）に積極的な参加を呼びかけます。 

 

（４）生活保護をめぐるたたかいへの共同強化 

1. 生活保護利用者の要求実現、改善の取り組みと同時に、国民的な最低生活保障の実現

（ナショナルミニマム）を掲げた運動構築を目指します。 

2. 全生連、いのとり裁判共同アクションとの共同を強め、扶養照会、生活保護利用者の国保

加入、級地問題などの諸課題に取り組みます。 

3. 各地の生活保護基準引き下げ違憲訴訟に連帯します。 

4. 朝日訴訟の精神を学ぶ、中央社保学校（9/16-17 岡山）の参加を広く呼びかけます。 

 

（５）制度改善の共同行動を推進します。 

  

１．介護７団体（医療・介護・福祉の会、家族の会、21 老福連、市民の会、全労連、民医連、社

保協)による共同推進「介護政策の抜本的転換を求める 7 団体の要求・要望」を発展させて、

政党や市民連合との懇談、署名推進等についても協議を深めます。 

 

２．２５条共同行動実行委員会の取り組み 

２５条共同行動実行委員会が推進する全世代型社会保障検討会議政策に対する「自助、共

助、公助」論批判の共同を進めます。社会保障セミナー等の学習企画、秋に「２５条全国集会

（国会行動）」等について検討します。 

 

３．いのちまもる 1０・19 総行動の取り組み 

いのちくらし社会保障まもる秋の国民集会は、１０月 19 日に、「いのちまもる 1０・19 総行動

（仮称）」として取り組まれます。実行委員会に結集し成功に向け奮闘します。 

 

４．地域医療を守る運動交流集会 

１１月２３日に、リアルと Web 併用の予定で検討しています。地域医療を守る運動の節目、決

起の場として位置付け、全国各地からの運動交流を図ります。 

 

５．臨時国会、通常国会における三者（国民大運動実行委員会、安保破棄中央実行委員会、

中央社保協）による定例国会行動、決起集会等に引き続き結集します。署名提出行動、院内

集会等の共同行動にも引き続き結集します。 
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上記の他に、中央社保協がかかわる主な共同組織、実行委員会 

 ６．大軍拡・大増税反対連絡会 

 ７．７５歳二倍化を許さない運動推進会議 

 ８．全国介護改善要求交流集会実行委員会 

 ９．消費税廃止各界連絡会 

 １０．いのちくらし守る税制研究集会実行委員会 

 １１．マイナンバー制度反対連絡会 

  

（６）社保協運動強化の課題 

 

① 学習運動の推進 

１．全国的な学習運動 オンライン講座の開催を継続します。社会保障誌 入門テキスト等の活

用で、憲法、社会保障についての学習、宣伝運動を強化します。 

2.第５０回中央社保学校（岡山市）を２０２３年９月１６日～１７日に開催します。 Web 参加と

併用で実施し、これまで以上の参加を目指します。 

3. 「社会保障」について、地域・職場でくり返し語る取り組みを強化します。「９条と２５条を一

体として考える」「人権としての社会保障」を強調し呼びかけます。労働組合との社会保障学

習を強め、社会保障誌の活用を図ります。 

②全国的な要求や到達点を把握し、調査活動を重視し取り組みます。  
③子育て世代の要求実現運動を関係団体と協議し推進します。 

④地域・職場での相談活動の役割を重視し強化します。 

⑤ホームページ並びに、ＳＮＳの活用等をさらに充実させます。 

 

（７）被災者優先の災害復興 

東日本大震災や台風、大雨、地震などの自然災害で被災した国民の生活と生業の再建、全

面復興にむけたとりくみとともに、被災者への支援を強化します。 

 

（８）コロナ禍、物価高騰等の下、国民生活支援の運動を関係団体と共同し取り組みます。地域の

各実行委員会の取り組み等に結集します。 

  

（９）消費税減税、インボイス廃止を求め、社会保障財源として消費税を当てるという世論誘導に

反論し運動を強化します。全商連と共同、消費税廃止各界連、消費税をなくす会等と連携します。 

 

（10）憲法違反の安保法制＝戦争法の廃止を求める「大軍拡に反対する共同行動」に結集します。 

あわせて核兵器禁止条約の署名・批准を求める等、平和の取り組みを進め、ロシアのウクライナ侵

略について、国連憲章にのっとった解決を図るよう要請します。改めて、「戦争と社会保障は相いれ

ない」平和主義を掲げる「憲法９条の先見性」を強調し、運動を強化します。 

 

（１1）デジタル庁法の進行、特に自治体システム平準化に向けて自治労連等、関係団体と共同を

強め、各地の自治体施策の集約、情報収集に努めます、マイナンバーの導入推進、健康保険証化
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などの取り組みに反対し、マイナンバー反対連絡会議との共同を強めます。 

 

（１２）事務局体制の強化を図ります 

 1.国保部会、介護・障害者部会、社会保障誌編集委員会の体制強化を検討します。 

 2.各共同行動の役割と任務分担について検討し、積極的な役割を果たします。中央社保協の

事務局体制の強化は事務局員増を図るなど、今後の運動の体制強化を目指します。 

 

（１３）県・地域社保協の強化・結成再建 

➀すべての地域に社保協結成を 

国民のいのち暮らしを守る砦として、都道府県市町村 1765 自治体（2023 年 6 月末）のす

べてに社保協結成を目指すとともに、少なくとも自治体の過半数（８82 自治体）で地域社保協

結成を早急に実現することが必要です。 

2023 年 6 月現在、451 組織（47 都道府県、370 地域社保協、20 準備会、14 友好団体）

が活動しています。住民要求を実現していくために、地域社保協の再建、体制強化、新結成に具

体的な目標を議論し、思い切った実行に踏み出すことを呼びかけます。 

  
② 地域社保協づくりは自治体キャラバンから 

1. 自治体キャラバンは、毎年県内の給付水準を比較分析し、それぞれの自治体に合わせ個別具

体的に要求作成し、地域住民と市職員が折衝の場を作り交渉すると「選挙以外で社会を改

善させていく」優れた運動です。 

2. 自治体キャラバンから地域社保協が生まれます。すべての社保協で自治体キャラバンに挑戦・

参加しましょう。地域社保協づくり３つの教訓 ①３人寄ればもう社保協、②役員は、会長・事務

局長・事務局次長、③名刺と印鑑をつくれば OK 

3. 地域社保協づくりの経験交流集会や、自治体キャラバン交流会の開催を検討します。中央社

保協ホームページに「各地域社保協からの実践・経験」についての掲載を検討します。中央団

体に対し、地域社保協強化への支援、協力の要請等を強めます。 

  

（１４）秋の運動に向けて 

1. 総選挙は要求前進の絶好のチャンスです。常に解散総選挙を意識して社保協運動を広げ、

長年の社会保障抑制政策から社会保障拡充政策へ、国政の転換を求めます。 

2. ２０２４年の医療費適正計画、医療・介護報酬同時改定などの動きをにらみながら運動推進

を図ります。 

3. 臨時国会中に「軍事費の拡大ではなく、社会保障の拡充を求める請願署名」の提出行動

を計画します。 

4. 介護部会で秋の署名を含む行動を急ぎ計画し具体化します。 

5. 保険証の存続を求める運動を、医療関係団体と協議して早急に対策を具体化します。 

 

以上 


